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評価及び課題評価及び課題評価及び課題評価及び課題

村内全域に光ファイバー網（FTTH）を整備しブロードバンド（BB)及びケーブルテレビ
(CATV)の環境を整備した。整備計画においてはBB及びCATVの目標としていた加入
率を達成することができており、都市部との情報格差は概ね解消し、地上波テレビ放
送難視聴地域の問題についても解消が図られていると評価する。今後の課題として、
施設維持の管理経費や添架設備の移転費用を村が負担しており財政を圧迫すること
が懸念されている。今後維持して行く為には、使用料などの費用の見直しが必要であ
る。
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サービス形態サービス形態サービス形態サービス形態 公設民営（IRU）
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事業名事業名事業名事業名 地域情報通信基盤整備推進交付金事業

123,978千円

事業の概要　事業の概要　事業の概要　事業の概要　

事業完了日事業完了日事業完了日事業完了日 平成22年10月27日

補助対象事業費補助対象事業費補助対象事業費補助対象事業費 371,936千円

交付金額交付金額交付金額交付金額

事業の内容事業の内容事業の内容事業の内容

東峰村はブロードバンドゼロ地域であった平成19年度以前からITによる地域活性化
の取組みを行いながらブロードバンドの必要性や環境整備について検討してきまし
た。
　平成19年度末には福岡県の補助事業により公設民営でADSLの環境が整い、一部
の地域を除き、ブロードバンドゼロ地域が大幅に解消されました。しかし、近隣自治体
では、民間投資による高速で大容量の通信が可能な光ファイバー通信網の整備が進
んでおり、情報通信基盤における情報格差が拡大している状況にありました。また、
共同視聴組合による視聴世帯数が全世帯数の約43％を占めており、平成23年7月か
らの地上デジタル放送のための共同施設改修が必要なことからもCATV事業への要
望が組合等から寄せられていました。そこで、情報通信の格差を是正する為、本事業
により村がFTTHによる光ファイバー網を整備し、通信においては、ＮＴＴ西日本とのＩＲ
Ｕ契約により施設を貸し出し、光インターネット接続サービスの提供を始めました。ま
た、地上デジタル放送、ＢＳデジタル・ＦＭ放送の再送信を行うとともに、自主放送によ
る行政情報や住民組織（住民ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ）が製作した番組放映などによる地域密着型の
様々な情報提供を行いながら地域の一体化を図るため展開してきました。

事業年度事業年度事業年度事業年度 平成２１年度　1次補正

総事業費総事業費総事業費総事業費 426,755千円

整備対象地域整備対象地域整備対象地域整備対象地域 東峰村　全域


